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平成16年 9月10日

第26回
名古屋高速道路公社
料金問題調査会
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平成15年度管理費の内訳図

補修費
32%

一般管理費
（管理部門の
人件費）
11%

交通管理業
務などの委託
費
11%

沿道対策費
（防音助成）
4%

その他管理費
（事務費、広
報費など）
3%

清掃費
3%

電気料
3%

料金収受業
務委託費
29%

通行券販売
手数料
4%

97億円合 計

11億円
一般管理費
（管理部門）

49億円業務管理費

37億円維持改良費

注）業務管理費は、消費税
原因者負担補修工事除き。
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平成16年度管理コスト削減項目

0.2
現行の3.6％を平成16年4月1日より3.4％
に見直し

回数通行券販売手
数料の見直し

0.1
交通量、事故の比較的少ない路線の路面
清掃を15回/月から10回/月に見直し
巡回方式の効率化

清掃頻度の見直し、
交通管理の効率化

3.5
新工法、新材料の採用により塗装塗り替
えのサイクルを長期化する等、補修費等
の削減

補修費等の削減

3.0
交通量の少ない時間帯での2ブース3人体
制の試行等、交通量に応じた料金収受員
の弾力的配置

料金収受コストの
削減

削減見込
額（億円）

削減内容項目
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1.9億円/km（1.00）

1.8億円/km（0.96）

1.5億円/km（0.80） 1.6億円/km（0.84）

管理コスト推移図（H8決算比較）
維持改良費と業務管理費のコスト縮減（一般管理費除き）81.2km網
平成１７年度に８年度と比べコスト縮減約２０％を概ね達成

１７年度以降償還完了（Ｈ５２）までの平均コスト縮減率は約１９％

注：Ｈ９～１３は沿道対策費が通年（２～３億円）より多い（５億円～８億円）

注：Ｈ１６は万博前の景観に配慮し塗装費を前倒しで増額

注：Ｈ２２の全線完成時が延長増に対して業務管理費を抑える事によりコスト削減比率最大

注：Ｈ２２の全線完成以後は施設の劣化、更新等の為、維持改良費の増額が必要
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人件費の削減
一
般
管
理
費
（
億
円
）

↑建設完了

職員数（250人）
職員数
（180人）

建設事業完了時までに役員数を半減、職員数を約30％削減
（250人→180人）し、人件費の30％削減を図る。

注）人件費とは、役職員の給与、退職金等に係わる費用

職員の若年化
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料金圏設定の比較表

一宮線のみ利用者に対する
割高感

×
一宮線のみ利用と、一宮
線名古屋線両線利用の距
離あたり料金の平準化
○距離に応じた負担

交通混雑がひどくなる×
新たな問題は発生しない
（現況と変わらず）

○
都心環状線
の混雑

都心に通過交通が集中×環状道路が有効に機能○
環状２号
迂回機能

・750円を50円UP→800円で
全線40年償還
・名古屋線利用者に対する
50円UPは理解されない

×
350円＋750円
全線81.2㎞、40年償還

○料金と償還性

全線均一料金圏一宮線別料金圏

一宮線を別料金圏とする案が適切と考えられる
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料金圏設定方法と必要料金

1.6411.634
料金収入
（億円／日）

205,100 800 217,800 750 料金換算台数

28,300 350一宮線

205,100 80049,100 350 小牧線

182,000 750 名古屋線

交通量
（台／日）

料金
（円）

交通量
（台／日）

料金
（円）

全線均一料金料金圏別料金

一宮線料金を350円で別料金とした場合、
同程度の料金収入を得るには、全線均一料金では約800円が必要。
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環状２号線の迂回機能（例）

一宮線を別料金にした場合
（一宮線料金を350円と想定）

東名阪＋一宮線
500円+350円

＝850円

名古屋線＋一宮線

750円+350円＝1,100円

全線均一料金にした場合
（料金を800円と想定）

東名阪＋一宮線
500円+800円

＝1,300円

名古屋線＋一宮線

800円

東名阪に
迂回

都心に交通集中
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名古屋高速道路料金圏図

圏域ごとに独立した
利用の方が交通流
にとって望ましい。
別の料金圏として
料金を設定すること
が合理的。

小牧線料金一宮線料金

３５０円（普通車）
７００円（大型車）

名古屋線料金

７５０円（普通車）
１,５００円（大型車）
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将来金利の比較検討（民間債）

約＋4ヶ月悪化±0約－8ヶ月改善償還への影響

同 左
35年ローンと
ほぼ同程度

35年ローンの中では
低め

民間金利との
比較

（公団は民営化に際し
て設定金利に余裕をみ
ている）

前回より約２割UP
（＋0.168％）

前回より低利設定
（－0.231％）

※ 前回金利
（３．６４９）
との比較

4.0％（公団は調達コス
トの平均）

3.817％3.418％金 利

前回の谷（S62.4）から
1サイクル
17年平均＋余裕

前回の谷（S62.4）
から1サイクル
17年平均

前回の山（H2.10）
から
13.5年平均

設定に用いた
期間等

道路関係４公団と
同じ設定

今回案前回認可と同じ設定

※ 前回料金認可と比べ住宅ローン（５年以上）の金利が０．７％～０．９５％上昇
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料金認可上の金利設定期間の推移図
（民間債）

①7.87% ②8.0%

③7.7%

④7.11% ⑥6.649%

⑦5.838%

⑧5.187%

⑪4.247%

⑫3.649%

S45～の全期間平均

10年平均

・過去はS45からの全期間で平均
・低金利が進んできてからは10年平均
・前回はH2年からの12年平均

12年平均
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民間住宅ローンの金利
新型住宅ローン
住宅金融公庫が行う証券化支援事業を活用した
民間金融機関の長期固定金利の住宅ローン商品

・最長35年間の固定金利 ・融資限度額最高5,000万円
・公庫融資対象事業に適用

3.62%（全期間）りそな銀行

4.50%（全期間）UFJ銀行

3.35%（全期間）みずほ銀行

3.62%（全期間）埼玉りそな銀行

4.01%（全期間）三井住友銀行

3.80%（全期間）東京三菱銀行

融資金利金融機関

融資金利（平成16年 7月）

都市銀行の新型住宅ローン金利（35年間）は、3.35%から4.5%の間
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金利比較図（民間債）

全期間平均：5.942%

H2.10～（13.5年平均）：
3.418%

S60.9プラザ合意～（18.5年平均）：
4.009%

S49.4～（30年平均）：5.682%

S59.4～（20年平均）：4.276%

S62.4～（17年平均）：3.817%

H6.4～（10年平均）：2.543%

前回認可時と同様資金運用部資金法の
改正（昭和62年3月）
により、市場実績金利
が反映
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金利の設定（すりつけ期間）
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民間債

特別転貸債

（（44年）年）

2年3ヶ月 2年

3年4ヶ月

過去の金利の上昇に要した期間
は約2～3年半
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将来金利の設定（案）

3.817％民間債

（S62.4～H16.3）の平均

3.60％特別転貸債

将来金利

①将来金利

・都市銀行における長期貸出金利（償還満了時期は名高速とほぼ同じ 35
年）は、７月現在 3.35～4.50％。

・前回認可時の頃に比べ金利が上昇している。（住宅ローンで0.7～0.95％）

・昭和62年以降、資金運用部資金法の改正（昭和62年3月）により、市場実
績金利が反映されるようになった。 （これ以前の法定下限金利6.05％）

・道路関係四公団の有利子調達コストは、４％とされている。

②金利のすりつけ期間
・現在の経済情勢や低金利の状況を勘案してすりつけ期間を設定。

・過去の金利の上昇に要した期間は、約2年～3年半。

4年すりつけ期間

上記を勘案して、将来金利を以下の通りに設定する。



18

将来金利の設定（案）
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特別転貸債

民間債（3.817%）

（（44年）年）

1717年年間間
（（S62.4S62.4～～H16.3H16.3））

特転債（3.60%）
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名古屋高速道路の交通量推計について

目標年次配分ＯＤ表目標年次道路ネットワーク

配分計算
容量制限付転換率併用分割配分

現況再現の確認

純増交通量の算出

目標年次推計交通量

償還計算交通量

実績交通量

交通需要の伸び

※新規供用ネットありなし配分による差



20出典：中京都市圏総合都市交通計画協議会HPより

（第４回中京都市圏パーソントリップ調査）

名古屋

配分圏域のゾーン数

愛知県（名古屋市除く）

１１９ゾーン

１９９ゾーン
岐阜県 ８７ゾーン

三重県 ４６ゾーン

域外（全国） ３１ゾーン

６，６９６ km2

９，０４２千人

配分圏域の概要

４７市８３町４村対象市町村

面積

人口（５歳以上）

中京都市圏の配分圏域
（２）交通量

平成１３年実施

合 計 ４８２ゾーン
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配分ネットワーク(Ｈ１７)

域外ゾーン

関東以北

北信越

関西以西
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Ｈ１７配分対象交通量（台） Ｈ１７名古屋市関連交通量（台）

名古屋市
内々交通量

名古屋市
流出入交通量

１，２５９，０００

１，９２１，０００

配分対象交通量概要

１３，０５０，０００圏域内々

８０，０００圏域通過※

６３０，０００圏域流出入

１３，７６０，０００全ＯＤ量

＜参考＞

※通過交通はＨ１１道路交通センサスデータから補完
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名古屋高速道路の交通量配分計算手順

４８２ゾーン間全ＯＤペアについて高速道路経
由と平面街路経由の時間最短経路を探索ＱＶ式による経路探索

転換率計算

交通量配分

走行速度変更

９
回
繰
り
返
し

料金を考慮した高速道路走行時間と平面道路
走行時間との比により高速道路への転換交通
量を計算

ＯＤ交通量を９回に分割し、高速道路、平面道
路へ交通量を配分する

ＱＶ式により配分する道路の速度を変更させる

0.2

３

0.3

２

バス
全量

１

0.1

６

0.1

５

0.1

４

0.050.050.1分割
比率

９８７回数
高速利用台数
＝ＯＤ交通量×転換率
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｛ － 0.05 ｝×（ 0.071 × Ｌ－0.017 ）

走行時間比（Ｔ） ＝
高速道路走行時間（S2）＋高速料金／時間価値

平面街路走行時間 (S1)

高速道路走行時間 (S2)

高速ｱｸｾｽ時間 (S3)

高速転換率（Ｐ） ＝
１

出発地 目的地

平面街路走行時間（S1）－高速アクセス時間（S3）

（ １＋Ｔ ６ ）

料金を考慮した走行時間比により高速転換率を計算し、高速道路への
転換交通量を求める

高速転換率計算式

Ｌ：都市高速利用距離（ただしＬ≦14.3kmに適用）

AASHO（米国）により開発された転換率式を基本とした
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－配分交通量に応じ速度低下させ他の空いた道路と再競合させる－

（例）

12,5009,000151550幹線道路（３種２級）

25,00020,000256080都市高速本線（２種２級）

9,000

Ｑ1

7.5

Ｖ3

25

Ｖ2 Ｑ0Ｖ1

9,000

交通容量(台/日/車線)

30

速度(km)

都市内幹線道路（４種１級）

道路種別

80

Ｖ

20,000

25

Q

60

25,000

都市高速本線（２種２級） Ｖ（速度）

15

Q（交通量）

50

12,500

幹線街路（３種２級） Ｖ

9,000

25

Q

30

都市内幹線街路（４種１級）

7.5

ＱＶ式データ
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現況再現性の確認

1.05246,000259,000

推計／実績
実績値
(H15平日平均)

配分値

H15配分値とH15平日平均交通量の比較（利用台数）

相関係数0.954

現況再現からの補正率

Ｈ１７純増交通量の補正

配分値と実績値の比較（断面交通量）
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交通量推計について

利用実績交通量

基準（供用）年度交通量

供用年度増加交通量

供用初年度計画交通量

償還計画に用いる将来交通量

６月平均交通量の年平均交通量への変換（６月交通量／０．９７３）

Ｈ１６年６月 ２２６，９００（台／日）

名古屋圏将来自動車交通需要の伸び（×１．００５６）

Ｈ１７年度 ２３４，４００（台／日）

（ 休日等利用減を考慮）

供用初年度は計画交通量の６０％発現

約２４．５万台／日１．６万台／日４００円

約２４．７万台／日１．７万台／日３５０円

約２４．８万台／日１．８万台／日３００円

全線交通量一宮線交通量一宮線料金

約１．１万台／日４００円

約１．２万台／日３５０円

約１．３万台／日３００円

初年度増加交通量※一宮線料金

６月交通量の季節変動係数

Ｈ１６→Ｈ１７の交通需要の伸び

※一宮線供用による名高速全体の交
通量増加（小牧線の減少が含まれる）
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利用交通量の設定

H13 H15 H17

交
通
量

年次

新規供用による増加交通量

基準（供用）年度交通量＝実績交通量（H16）×伸び率

供用初年度 計画交通量

１２，１００台／日

（供用初年度は６０％発現）

２４６，５００台／日

愛知県の人口、経済指標の伸び、
国の走行台キロの伸びによる

交通量推計模式図
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１年目 ２年目 ３年目

丸の内オンランプ(H11.11供用)

吹上～四谷西行き(H12.12供用)

供用初年度発現率
新規路線の場合は路線の利便性等が周知され、交通量が安定するま
で時間がかかることから、直近の類似例を参考に供用初年度は推計
した増加交通量の６０％、２年目は８０％、３年目に１００％発現するも
のとした。
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Ｈ１６を１とした場合の交通需要の伸び

交通需要の伸び

国土交通省により推計された交通需要の伸びに準拠した



31

料金認可の条件比較と償還計算
第12回料金認可
（53.3㎞）【前回】

第14回料金認可（62.2㎞）

事業費 約11,160億円 約12,850億円

新規開通区間
東山線（四谷～高針）
大高線（大高～名古屋南）

一宮線（清洲JCT～一宮）

料　金 名古屋線
650円（H15)
750円(H16～）

　750円

小牧線 350円（特定区間200円）   350円（特定区間200円）

一宮線 － 300円 350円 400円

新規供用時の発現 1年目100% 1年目60%、2年目80%、3年目100%

計画値 246,100台/日（H15）
247,600台/日
（H17）

246,500台/日
（H17）

245,300台/日
（H17）

民間債金利 3.649% 3.817%

特転債金利 3.40% 3.60%

管理費
H20で10%削減
（H8基準）

H17で20%削減
(H8基準）

換算起算日 平成8年 2月 平成9年 5月

償還期間 39年12ヶ月
38年 5ヶ月
（＋3ヶ月）

38年 2ヶ月
（ 0 ）

37年12ヶ月
（－2ヶ月）

将来交通量

項　目

将来金利

一宮線料金認可時点では一宮線料金300円、350円、400円でも40年償還は可能。

全線（81.2km）では一宮線料金 50円の変動で償還期間が約 5ヶ月変動する。
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換算起算日
平成9年5月
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一宮線の料金水準比較

約5ヶ月改善±0約 5ヶ月悪化全線（81.2㎞）

37年12ヶ月38年 2ヶ月38年 5ヶ月一宮線のみ償
還
性

市営バス、ＪＲ東海、
近鉄、地下鉄より割高
名鉄バス、名鉄より割安

市営バス、ＪＲ東海、名鉄、近鉄、
地下鉄、名鉄バスの平均値

市営バス、ＪＲ東海と同程度
名鉄、近鉄、地下鉄、名鉄バス

より割安

一宮線乗車人員当たり
282円

一宮線乗車人員当たり
246円

一宮線乗車人員当たり
211円

他の公共機関比較

小牧線、名古屋線
より割高

小牧線、名古屋線
と同程度

小牧線、名古屋線
より割安

小牧線との比較
（50円／㎞）
名古屋線との比較
（58円／㎞）

一宮線利用 約63円一宮線利用約56円一宮線利用 約48円

平均トリップ長
当たり比較
（キロ当たり単価
・円／㎞）

東名高速、東名阪、
小牧線より割高

東名高速、東名阪、
小牧線と同程度

東名高速、東名阪、
小牧線より割安

近隣有料道路
との比較

400円350円300円

近隣有料道路料金等との比較からは350円が理解しやすい
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他の有料道路等の料金比較
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一宮線の料金水準（清洲線供用時）
交 通 量 利 用 率 平 均 料 金 キロ当り

利用距離 単価
（ ）（台／日） （割） (km／台) （円） 円／km

３００ 約５３

一宮線単独利用交通 約1.85万台 約３割 ５．７ ３５０ 約６１

４００ 約７０

１０５０ 約５１

一宮線と名古屋線の
約3.55万台 約７割 ２０．７ １１００ 約５３

両線を利用する交通

１１５０ 約５６

３００ 約４５

うち一宮線分 ６．６ ３５０ 約５３

４００ 約６１

３００ 約４８

一宮線を 約５．４万台 １０割 ６．３ ３５０ 約５６
利用する交通

４００ 約６３

（参考）名古屋線
約１７．７万台 １２．９ ７５０ 約５８

を利用する交通
（参考）小牧線

約４．８万台 ７．０ ３５０ ５０
を利用する交通

注（１） 一宮線料金については想定、名古屋線７５０円で計算
（２） （参考）は平成１５年度名古屋高速道路自動車起終点調査結果
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新規供用区間と他の公共交通機関の料金水準

200

400

260

250

282

211

290

190

246

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

名古屋市営バス運賃

名鉄バス運賃

名古屋市営地下鉄

近畿日本鉄道運賃

名古屋鉄道運賃

ＪＲ東海運賃

一宮線（４００円）

一宮線（３５０円）

一宮線（３００円）

＊１：「平成１５年度第１２回名古屋高速道路自動車起終点調査」における乗用車類の平均乗車人員。
＊２：鉄道の運賃は、高速名古屋一宮線の供用延長８．９kmに近いものを選んだ。
＊３：一宮地区については距離での料金が一定でないため、一宮線の供用延長に概ね近いものを選んだ。
（参考：市外については100～200㍍ごとに１０円が加算される。）

平均乗車人員 1.42 人／台 ＊１
一宮線 一人当り料金 ３００円／台の場合 211.3 円／人
（名岐道路） 　　　〃 ３５０円／台の場合 246.5 円／人

　　　〃 ４００円／台の場合 281.7 円／人
ＪＲ東海運賃 (７～１０㎞） 190 円／人 ＊２
名古屋鉄道運賃 (約９～１２㎞） 290 円／人 ＊２
近畿日本鉄道運賃 (約７～９㎞） 250 円／人 ＊２
名古屋市営地下鉄 (３区・約７～１１㎞） 260 円／人 ＊２
名鉄バス運賃 （約７～８㎞） 400 円／人 ＊３
名古屋市営バス運賃 (均一料金） 200 円／人

他の公共交
通機関

（円/人）
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ETCを活用した料金施策

弾力的な料金制度の推進のため、時間帯による割引や短距
離区間の割引などの新たな施策について検討を進めます。

・東名阪自動車道と接続する名古屋線の端末区間（黒川～楠、
春岡～高針、烏森～千音寺）でのＥＴＣ利用者に対する特定
区間割引

・大高線の渋滞緩和に向け、名古屋高速と名古屋インター～
高針間（東名阪）連続利用に対するＥＴＣ利用者の割引

・混雑緩和、環境改善、施設の有効活用等のため利用交通量
の少ない時間帯を利用するＥＴＣ利用者に対する夜間割引

施策検討のた
めの社会実験

・特定出入口（吹上東出入口）を利用した、ＥＴＣ乗継ぎ制度

・ＥＴＣ前納利用のお客様を対象とした、回数券並割引

・路線バスを対象としたＥＴＣ割引

平成１６年度
実施を検討中
の施策

・ＥＴＣ前払割引

・障害者割引
実施中の施策
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○特定区間割引
（東名阪自動車道 名古屋IC～高針JCT）
○端末特定区間割引
（楠～黒川、千音寺～烏森、高針～春岡）
○夜間割引

ETC利用による社会実験検討案



40

ETC設置計画

東別院
料金所

② ①

丸の内
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② ①
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料金所

② ①
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② ①

白川
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② ①

吹上東
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② ①
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② ①

春岡
料金所

四谷
料金所

高辻
料金所

② ① ② ① ② ①

堀田
料金所

② ①

呼続
料金所

ETC ETC ETC ETC ETC ETC ETC ETC ETC ETC ETC ETC ETCETC

② ①

笠寺
料金所

豊山南
料金所

烏森
料金所

② ① ② ① ② ① ② ①

豊山北
料金所

② ①

堀の内
料金所

② ①

小牧南
料金所

② ①

黄金
料金所

③ ② ①

小牧北
料金所

ETC ETC ETC ETC ETC

豊山南出口
料金所

ETCETC ETC

H17年3月
・本線料金所について現在の運用レーンも含め４
レーン以上の整備を図る予定（小牧料金所を除
く）
・交通量の多い一般料金所についても増設予定

ETC：H16年8月（現況） ：H16年10月ETC

一般料金所

本線料金所

⑤⑥ ④ ③ ② ①⑦⑧

星崎料金所

街
路

名古屋南
方面

⑤⑥ ④ ③ ② ①

楠料金所

小
牧
線

東
名
阪

勝
川
方
面

街
路

東名阪
上社方面

⑤⑥ ④ ③ ② ①

高針料金所
⑤⑥ ④ ③ ② ①

千音寺料金所

東名阪
清洲方面

街
路
東名阪
四日市
方面

⑤ ④ ③ ② ①

大山川料金所
③ ② ①

小牧料金所

ETC ETC ETC ETC ETC ETC ETC ETC ETCETC

ETC

ETC

Ｈ１６年１０月１日より全料金所でＥＴＣ利用可能
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100.0%40.3%11.3%23.2%9.3%15.9%利用率

1,245,367502,323140,974288,380116,242197,448利用台数

現金等ハイカ回数券ICCRETC
計

利用形態

ETC設置料金所利用台数（8月23日(月)～8月29日(日)）

ETC ： ETCカードを車載器に挿入し、無線通信により通行した車
ICCR ： ETCカードを料金所係員に手渡しすることにより通行した車

ETC運用開始後の利用率

8/23
～8/29



42

ETC利用率（平成16年8月27日－9月2日平均）

ETCの普及・利用状況（平成16年 9月2日現在）

国土交通省道路局 HPより
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目標値（H16.8.10発表）

今までの目標値

実績（全国）

ETC普及促進

H17年春までに利用率を
50％まで引き上げる
（現在の目標値30％に上積み）

H18年春までに利用率を
70％まで引き上げる
（現在の目標を2年前倒し）

年度

E
T
C
利
用
率
（
％
）

H14実績 5%

H15実績 16%

H16 50%

H17 70%

平成１６年８月１０日国土交通省発表 道路局 HPより
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出典：「今後の有料道路のあり方研究会」第1回（平成１６年８月２６日）資料 国土交通省HPより

参考：名古屋高速の平成１５年度の割引額は約３２億円（割引前料金の約６．４％）



45出典：「今後の有料道路のあり方研究会」第1回資料 国土交通省HPより

通勤割引

○交通容量に余裕のある高速
自動車国道を有効活用（大都
市除く）

○朝夕の通勤時間帯（全日）を
５割引（大都市除く）
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ETCによる新たな料金体系の検討の方向性

1.料金圏別均一料金制の見直し
・利用距離の要素を勘案した料金体系への移行を検討
・大都市圏の交通を効率的に分担できるよう料金設定の工夫が必要
2.車種区分・車種間料金比率の細分化
・負担の公平の観点から、細分化する方向で検討
3.多様な料金施策の実施
1)乗継ぎ制の拡充
・ネットワーク補完のため乗継ぎ制の一層積極的な活用
・渋滞箇所を迂回するような乗継ぎ制の実施
2)渋滞対策を目的とした料金制の導入
・渋滞時間帯は割増、閑散時間帯は割引とする等のﾋﾟｰｸﾛｰﾄﾞﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞの導入
・ＥＴＣを活用して料金を段階的に引き上げ又は引き下げていく工夫が必要
3)沿道環境対策を目的とした料金制の導入
・ネットワーク内の交通量をより望ましい方向となるよう調整
・交通量を抑制すべき路線は割増、転換を促進すべき路線は割引を基本
4)特定区間料金の拡充
・ＥＴＣを活用して新たな特定区間を積極的に設定

道路審議会「都市高速道路の料金体系のあり方等についての答申」H12.11より
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（高速国道）
現行整備計画（９３４２ｋｍ）
平成１５年度末 供用延長 ７３４３ｋｍ

未供用延長 約２０００ｋｍ
平成１６年度以降建設費 約２０兆円

↓
規格、構造の見直しで１／３程度縮減 （約６．５兆円）
新直轄方式に切り替え （約３兆円）
有料道路としての建設費は最大で１０．５兆円程度
料金：平均１割程度の引き下げに加え
別納割引の廃止を踏まえ、マイレージ割引、夜間割引、
通勤割引等を行う
（参考）高速料金は整備計画全体延長に対して改定

（首都高速、阪神高速）
貸付料の支払いに必要な料金収入の確保

道路関係四公団民営化の基本的枠組み
出典：平成１５年１２月 政府与党申し合わせ資料 国土交通省ＨＰより


